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日本と中国の植林事業による共同実施の
シミュレーション分析
A Simulation Analysis of Joint Implementation
of Forestation Policy between Japan and China
坂田　裕輔*
Yusuke SAKATA*
A global wanning problem is a serious problem. A lot of the rese肝ch shows that we should reduce
carbon emission. We need to consider the absorption of carbons when reducing carbons are almost
impossible. There is no practical way to remove carbons from the atmosphere except forestation. In
this paper, the effectiveness of the forestaion is shown using a simulation model. The simulation pur-
poses are to simulate bilateral cooperation between Japan and China facing the carbon limit. The
simulation result shows the cost is quite high but much less than the loss of no cooperation policy un-
der the same carbon limit.
K ey wo rds : environment, carbon, global warming, joint implementation
*大阪大学大学院国際公共政策研究科　博士後期課程
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I.はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　達しているからである。中国が植林事業に積
極的な理由は、土壌流出防止、防風林、砂漠
アジア地域は、世界の成長センターとして　　　緑化などの環境問題だけでなく、木材需要の
著しい成長を遂げているが、それに伴い二酸　　　急激な増大に対応する意味もある。
化炭素の排出量も増加の一途にある。推計に　　　　一方、広大な中国における植林事業が、二
よると、アジア地域の日本を除く各国の排出　　　酸化炭素を吸収する有効な手段であることは
量は、年率5%を越える水準で増加している。　　明らかであるが、それを促進するための日本
これは、アジア経済が1980年代に離陸した　　　の役割についても再考する必要が生まれてい
ことと一致しており、今後もこの地域で予想　　　る。すなわち、最近の中国の経済発展に伴っ
される高い経済成長の持続によって、二酸化　　　て、我が国にとってODA対象国とはなりに
炭素排出量も大幅に増加することは確実であ　　　くくなっており、 ODAとは異なる資金協力
る。その結果、世界全体の二酸化炭素排出に　　　の論理が必要とされている。現在のところ、
占めるアジア地域の比重は21世紀の半ばま　　　日本は中国へのODAとして、年間5,500万
でに著しく増加すると考えられている。　　　　　ドルの援助を行っているが、将来も継続して
その意味で、地球温暖化を防止するための　　　中国へ資金協力するには、開発援助ではなく、
国際的な合意形成の可能性は、アジア各国の　　　別な理由が必要とされる。植林事業への資金
動向が大きく左右する。とりわけ、アジアの　　　協力は、吸収される二酸化炭素を排出権とし
二酸化炭素排出量の70%を日本と中国が占　　　て日本が受け取ることができるという意味で、
めていることを考慮すれば、近接して位置す　　　対等の協力関係樹立に大きく貢献することが
る上に、発展段階の異なる両国は注目に値す　　　期待できる。
る。現状では、中国の二酸化炭素総排出量が　　　　本報告では、植林事業についての日本と中
日本の2倍であるのに対して、 -人当たり排　　　国の協力関係をシミュレーションモデルで分
出量でみれば1/5程度である。したがって、　　析するために、 Global2100 (Manne, 1991)
中国が日本と同程度の経済水準を達成すれば、　　を用いる。このモデルは、地球環境を保全す
総排出量はEl本の10倍程度になることを意　　　るための政策シュミレーションを行うために
味する。すなわち、地球環境問題についての　　　広く用いられており、他の研究結果との比較
二つの極にある日本と中国を分析対象とする　　　が容易に行える利点がある。ここでは、植林
ことは、国際的な枠組が成立するかどうかを　　　政策を明示的に導入し、植林がもたらす便益
見極める上で重要である。　　　　　　　　　　と、植林事業が必要とする費用を評価する。
本論文では、日本と中国の地球環境問題に　　　なお、日本と中国の二国間協力に視点を当て
っいての協力の可能性の一つとして、中国に　　　るために、それ以外の国や地域は、他の地域
おける植林事業を、日本と中国が共同して実　　　として一括して扱われる。
施することで、地球環境を保全し、さらに両　　　モデルにおいて、植林事業に日本が資金協
国の経済にとっても望ましい政策となるかど　　力する見返りに、植林によって吸収されるこ
うかを、シミュレーションによって評価する。　　酸化炭素の50%を、排出権として日本が得
二国間協力の実施対象として植林政策を対象　　られることを前提としている。植林義の決定
としたのは、中国が植林政策を積極的に進め　　　は、まず日本が必要とする二酸化炭素排出に
ており、その規模は年間400万ヘクタールに　　見合う植林を中国に依頼する。この際、植林
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面積・コストなどの制約が加わるため、日本　　ど、より利用価値の高い土地に植林する必要
の希望する植林量が、無限に増えることはな　　が出てくる。そのため、植林費用は、総植林
い。すなわち、植林量が増大するにしたがっ　　量の増大に従って上昇するから、上記の値は、
て、その費用は逓増的に増加する.一方、中　　初期費用と考えるべきである.さらに、植林
国は、植林量に応じた費用を日本から受け取　　量の増大に伴って、植林費用は逓増的に増加
るが、経済成長の原資として貢献するものの、　　することが見込まれる。
土地利用についての制約を受けるために、便
益が無限に拡大することはない。　　　　　　　炭素吸収率
森林の年間二酸化炭素吸収量は、熱帯雨林
Ⅱ.シミュレーション分析の前提　　　　　地域で5・5トン、寒冷地でも3・6トンである。
熱帯雨林では、 1ヘクタールあたり年間5.5
シミュレーション分析では、 3点について　　トンである。森林の生長と二酸化炭素の吸収
検討される。第一に、日本は、二酸化炭素排　　は、約30年に続くと考えられているが、そ
出抑制を国際公約としているが。それを実現　　の成長が止まっても、落ち葉として堆積した
する場合に、日本が中Egと温暖化防止に関し　　り、腐葉土が土中に蓄積されるため、少量で
てを実行し、二酸化炭素の排出権を確保する　　　あるが、炭素を吸収し続ける。
ことで、日本の国内総生産の損失がどの程度　　　森林による二酸化炭素の吸収が植林後どの
避けられるかを明らかにする。すなわち、資　　程度続くかについては、植林後10年から20
金協力は費用負担であるが、協力の見返りに　　年は、平均量の倍近い量を吸収すると考えら
より生産可能量が増大することによる便益と　　　れている。そこで、森林の寿命を30年とし、
比較検討する。第二に、共同実施により、中　　総吸収量を年平均吸収量の30倍とした。
国においてどの程度の植林が行われるか、そ　　Global2100モデルでは、 1期間は10年とさ
のときの費用はどの程度になるか、それが実　　れているから、吸収量を植林の直後を平均吸
施可能なものであるかを検討する。最後に、　　収量とし、 10-20年後は1・5倍、 20年後は
植林事業を共同実施することで、両国のエネ　　0.5倍とする。なお、中国は南北に長く位置
ルギ-構成がどのように変化するか、削減さ　　　し、南部に熱帯雨林地域を抱え、北部に寒冷
れる二酸化炭素の量はどの程度かを検討する.　　地を抱えるため、森林の吸収量は、低めに見
積もって、 1-クタール当たり年間4トンと
植林の費用　　　　　　　　　　　　　　　　　した。植林による二酸化炭素吸収量は、日本
世界各地域の植林コスト・二酸化炭素吸収　　　と中国の排出権として各々半分ずつ還元され
率・炭素トンあたりの単位費用は1ヘククー　　　るものとする。
ルあたり、約5トンである(岡田、 1993)。な
お、中国北部の大同県に植林を行なっている　　　植林可能面積
NGO 「緑の地球」によれば、この地域でモ　　　　中国の木材需要は今後経済の成長とともに
ンゴル松を植え、成木になるまでの5年間の　　　急増すると考えられている。これは、今後中
管理費用を含めると、 1ヘクタールあたり　　　国経済が成長するとみられていること、産莱
200ドルと見積もられている。　　　　　　　　　用材の-人当たり消費量は米国の40分の1
植林量が増えるにつれ、都市に近い地域な　　　であることから予測される。木材の輸入は
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1981年から88年の間で70%も増加している。　　する。次に、ここで与えられた二酸化炭素奴
木材の伐採量は1978年から86年の間で25　　収量を中国に与え、中国は植林量を決定し、
%増加しているo現在、中国には1億7000　　植林を実行するとともに、エネルギ-配分を
万ヘクタールの森林が存在するが、 2000年　　考慮しながら消費を最大化するような資源配
までにこのうちの70%で成木が消失すると　　　分を決定する。このとき定められた二酸化炭
みられている。こうした現状の下、中国政府　　素排出量の上限を越えないで消費を最大化す
は積極的に植林を進める計画をたてている。　　るよう、コスト配分も決められる。
政府は木材需要を満たすためだけでなく、防　　　一方、植林量を目的関数にいれ、最大化す
風林としての役割も森林に期待している(ブ　　　る場合には、総植林量(WNの総和)を最
ラウン、 1995)。　　　　　　　　　　　　　　大化する。森林からは、二酸化炭素吸収のみ
中国政府は1950年から80年までの30年　　　ならず様々な利益が得られ、森林が成熟した
間に1億3千万ヘクタールの植林を行ってい　　(30年後)後にも、または、成熟した後こそ
る。これは年間にして400万ヘクタールに上　　　こうした利益が得られるものと考えられるか
るが、このうち約3割程度しか生存(成功)　　　らである。
していないといわれている。さらに、 2000
年までに国土の3割程度まで増やすという構　　　モデルの構造
想がある(Guogang, 1991)。国土の3割と　　　　モデルでは、エネルギー部門のETAとマ
は3億ヘクタールである。現状の森林面積は、　　クロ部門のMACROの間に植林政策を導入
1億7千万へクタ-ル程度であるので、本報　　　した。具体的には、 ETAとMACROを結び
告では、最大植林可能面積を、国土の4割と　　　つける式、エネルギーコスト式(6)と二酸化
している。ただし、 2100年時点で残る森林　　　炭素排出量の上限式(7)に、植林による共同
はこれよりもいくらか少な目になると恩われ　　　実施政策を組み込んだ。エネルギーコストに
る。この理由はあとで述べる。　　　　　　　　　植林費を加算し、二酸化炭素排出量の上限を
植林コストに関しては、植林可能面積を4　　　二酸化炭素吸収で緩和した。日本からは植林
割とした上で、モデル上で植林量がこの面積　　　量に応じた資金が中国に支払われ、中国から
に近づくにつれ、急激に植林コストが上がる　　　は、植林による吸収に応じた二酸化炭素の排
ような状況を想定している。　　　　　　　　　　出権が日本に引き渡される。
Ⅲ.植林事業分析モデル　　　　　　　　　　　Global2100に植林政策を導入するために、
次の各式を追加した。
植林は中国で行われ、その資金は日本が提
供する。また、中国における植林による二酸　　　二酸化炭素吸収量
化炭素吸収という利益は、日本・中国の両国　　　　明÷ - WNt+l.5WNt^十0.5MW,_2…(1)
が得る。中国は植林による大気浄化・国土流　　　W, :森林の二酸化炭素吸収量
出防止・防風などの追加的便益を得る。　　　　　WN,新規植林量
モデルでは、各地域ごとに最適化を行うた
め、まず、日本の必要とする二酸化炭素吸収　　　(1)式によれば、森林は、植林して10年後
量を植林可能面積・植林コストを考えて決定　　　から30年間、二酸化炭素を吸収し続けるこ
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とになる。は、増減に対して対象である。すなわち、増
加させる場合も、余剰資源を廃棄する場合に
総植林量も同じ費用が発生する。総植林費用は、単位
S明-WNt+S明-・(2)植林費用に植林面積をかけて得られる。この
SW,:総植林量費用を負担は、E]本が行い、中国の負担はな
い。植林費用は、エネルギー利用者に一括し
総植林量は、現在の森林の量約1.7億へクて課税される。(モデル上はエネルギーコス
クールとあわせ、合計で4億ヘクタール程度ト(5)式に加算される)
になるように上限を設定する。4億ヘクター
ルは中国の国土面積の約4割である。しかし、エネルギーコスト
実際には2100年時点で国土面積の4割に植EC.-EE.+PF.WN,....(5)
林が行われるわけでは必ずしもない。二酸化EC,:総エネルギーコスト
炭素の吸収期間が過ぎた森林で森林の更新がEE,:エネルギーコスト
行われ、同じ場所で2度二酸化炭素の吸収を
行うことも可能であるからである。この際の国内総生産
二酸化炭素放出はモデル中の資源の直接利用羊-C.+I.+EC,.…(6)
として二酸化炭素排出量に組み込まれている。YI:国内総生産、Ct:消費、It:投資
なお、植林量は、中国に関しては外生的に決
定される。二酸化炭素排出量制限
CEt-sr明≦CARLIM,….(7)
植林量の上限CE,:二酸化炭素排出量、sr:植林によるへ
WNt蛋50....(3)クタール当たり年間吸収量
CARLIM,:年間最大排出量
1期間における植林量の上限を示す。すな
わち、10年あたりの植林量の上限を5000万IV.シミュレーション分析の結果
ヘクタールとする。
本節では、3つのシナリオを用意して、植
植林費用関数林事業による共同実施政策の有効について検
swFPt-fpaXe~W+fpb(WNt-wNt_ty討する。それらは、
....(4)基準ケース(炭素排出上限なし・温暖化対
fpa-800,fpb-10策を行わないケース)
FPは植林費用を表す。第一項はsw-o抑制ケース(炭素排出量を抑制する)
(e-=1J;^)
#M(SW)が忘票票霊志芸oW監禁ヒ霊禁OL:芸:芸監禁芸,l)
増大する。第三項は、植林量の変化にともな排出可能な二酸化炭素排出は、日本につい
う調整費用である。調整費用の発生する理由ては、1990年の排出量の80%の水準を上限
は、植林に必要とされる資源(資本設備、雇とし、中国については、1990年の排出量水
用者)の調整に要する費用である。調整費用準の150%の水準を上限とする。日本の排出
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量を1990年レベルに固定するのは環境庁に　　　成長率は、基準シナリオの2%から0.3%と、
よる「地球温暖化防止行動計画」 (環境庁、　　1.7%も低下する。基準シナリオを下回る国
1992)によるものである。中国の上限につい　　　内総生産は、二酸化炭素排出抑制策による損
ては、中国が今後成長する余地を含み現状か　　　失となるが、年額36兆円に達する。これは、
らの50%増までの排出を容認するものであ　　　2100年のGDPの1.7%に相当する。
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一方、植林事業による共同実施を行いつつ
以上の前提の下、日本が中国に植林用資金　　二酸化炭素排出抑制を行う場合には、最初の
を提供し、その資金で中国が植林をおこなう。　10年間は、日本の国内総生産は植林費用の
森林が吸収した二酸化炭素は排出権と考えら　　　負担もあって減少するが、その後は、植林の
れ、日本・中国に半分づつ帰属するものとす　　　効果が現れるために、 2020年以降は、損失
る。この排出権は各国の二酸化炭素排出量の　　　は解消する。このため、 2100年における
上限を緩和する働きをする。　　　　　　　　　GDPの損失は170兆、 0.7%にとどまる。
次に、植林事業と二酸化炭素排出制限規模
の関わりをみるために、二酸化炭素排出量の　　　二酸化炭素排出量
上限を1990年レベルの80%を上限とするケー　　　　日本が植林事業を共同実施する場合、植林
スに加え、排出上限のレベルを40%に減少　　費用を負担するためにエネルギー価格が上昇
させて、シミュレーションを実行した。　　　　　して、二酸化炭素排出抑制の要因となるが、
共同実施によって割り当てられた排出権を得
国内総生産の損失　　　　　　　　　　　　　ることで、二酸化炭素排出の上限が拡大する
基準シナリオでは、日本も中国も二酸化炭　　　ことで生産が増加し、最終的には、割り当て
素排出量について上限がない。この場合、日　　　られた上限まで二酸化炭素が排出される。中
本の平均成長率は2%、中国は5%である。　　　国についても同様であり、植林事業による共
植林事業による共同実施を行うことなく、　　同実施で両国で追加的な排出量は、全て使い
二酸化炭素排出の上限を遵守すれば、日本の　　　尽くされる。
図1　日本:GDBの損失と植林支出
1997年3月　　　　　日本と中国の植林事業による共同実施のシミュレーション分析　　　　　　　　195
エネルギー構成　　　　　　　　　　　　　　　　炉やバイオマスなどである。これらの、エネ
各シナリオごとに分析すると、基準ケ-ス　　　ルギ-は基準シナリオや共同実施の場合はそ
と植林ありのケースにおけるエネルギー生産　　　れはど使われない。これは、基準シナリオの
量の変化の傾向は類似している。共同実施の　　　ように二酸化炭素排出量の上限がない場合や、
せずに二酸化炭素を抑制する場合、二酸化炭　　　共同実施によって二酸化炭素排出量の上限が
素排出量の多いエネルギーから、少ないエネ　　　緩和されている場合、初期時点では、二酸化
ルギーヘの転換が急速に進む。このとき、転　　　炭素排出の原因となる石炭や石油が低コスト
196　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際公共政策研究　　　　　　　　　　　　　　第1巻第1号
林費用負担によるエネルギーコストの上昇に　　　　　ルで、現状(400万ヘクタール)とそ
ともなって新エネルギー源へ転換が進む(図　　　　　れほどかけ離れるものではない。
2-a,b)。なお、図中のADV-LC,HCはそ　　　　2.究極可能面積は、森林を表し、疎林を
れぞれ低コスト新エネルギー、高コスト新工　　　　　含めない。
ネルギ-をさし、バックストップエネルギ-　　　　3.吸収期間が過ぎた森林は経済活動に使
を指す。また、各エネルギ-の後につくN,　　　　われうるo
Rは、それぞれNew,Remainingを指す。　　　　　4.伐採して再び植林することがある。
植林面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　3と4に関して、さらに以下のことが考えら
総植林量は1億4000万ヘクタール前後に　　　れる。
達する。これに伴い、年間植林量は毎年順調　　　1.伐採による二酸化炭素排出は監視され、
に増大し続け、最終的に年間200万へククー　　　　　計算されている。
ルまで増大する。 (図3)なお、図における　　　　2.吸収が終わった森林は現在存在する森
「二酸化炭素吸収中の森林」という項目は、モ　　　　　林となんら区別される理由がない。
デル中のAF(Active Forest)の値である。　　　　　3.後世に、資源・二酸化炭素の貯蔵庫と
モデルから計算される新たに植林される面　　　　　しての森林を残す。これは後世の人に
積と現在の中国の総森林面積を合計すると、　　　　　選択をゆだねる・選択のオプションを
2100年の総森林面積は約3億ヘクタールに　　　　　残すことであり、後世の人を拘束する
達するが、これは中国の全面積の約3割にの　　　　　　ものではない。
ぼる。中国の現状から考えて、これほどの面
積の確保は難しいように思えるかもしれない。　　植林費用
しかし、この数字は以下のようなことを考慮　　　　植林費用は、シミュレーションの終期の
に入れ分析を行った結果である。　　　　　　　　2070年で、 1230億Sであり、年間123億8
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いては、年間にして15億Sである。植林費　　費用の約3倍であり、植林の低コスト性が示
用は日本から中国への資金提供という形でな　　　される。
される　1992年の日本から中国-のODA
額は年間550万であり、初期の植林費用は　　二酸化炭素の上限と植林面積・価格
これのほぼ270倍の水準である。植林を日本　　　植林が二酸化炭素排出削減に果たす役割を
が中国から二酸化炭素を購入する貿易ととら　　検証するために二酸化炭素の上限を1990年
えると、中国と日本の貿易額は輸出入とも年　　実績の80%から40%に減少させてシミュレ一
間2兆円(200億S)程度であるから、植林　　ションをおこなった。 (図4-a,b)
費用はこの15分の一程度である。　　　　　　　二酸化炭素排出量の上限が低く(厳しく)
植林を行わない場合、終期における損失は　　なるに従い、植林価格は上昇する。同時に、
図4-b　共同実施:GDPの損失
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線に従って変動する。しかし、植林面積にはストなどの面の詳しい予測が重要となる。
植林速度(年あたりの植林面積・拡大率)・
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